
書式第 12号 (法第 28条関係 )

令和5年度 事 業 報 告 書

生主:上宣型丘 :皿2△____墨畳担 i医皇 _ШIШ :

1 事業の成果

2 事業の実施に関する事項

(1)特定非営利活動に係る事業 (事業費の総費用 【  0】 千円)

(2)そ の他の事業 (事業費の総費用 【 】千円)

疋欣 に記 載
された
事業名

事業内容 日時 場所
従事者
人数

受益
対象者
範囲

受益
対象者
人数

事業費
(千円)

不動産、契約
債務問題等に
関する無料相
談事業

無料相談室にて電話で相
談を受け、解決に必要な専
門家を無償で紹介する。

随時
音羽事務

所内
1～ 2名

全国の不

動産購入

者等不特

定多数

0 0

被災地訪問相
談事業

宮城県石巻市の仮設住宅
を訪問し、被災地の方の現
状困つていることなどの
ヒアリング

3カ 月 1

回

宮城県石

巻市

仮設住宅

5～ 8名

被災地の

仮設住宅

の住民不

特定多数

0 0

載記
た
名

に
れ
業

款
さ
事

足
事業内容 日時 場所

従事者
人数

費
⊃隷岬

な し



書式第 13号 (法第28条関係 )

令和5年度 活動計算書 (その他事業が生い場合)
特定非営利活動な人

(単位 :円 )

■ 金   額 小計・ 合計

{

経 常 収 益 計

【

経 常 費
当 期 経 常 増 減 額 【A】 ― い 】 … Ⅲ

'【 常 外 収
=

経 0

:D

経

当 期 経 常 外 増 滅 頷 【C】 ― 【D】 ― ②

正

・″人税 . ,

1事 業 報 告 用

3 受取助咸金符
●_ⅢⅢl.十

モⅢfll也

その他の収益

く1)

.1'.11'I

I●
・ _ ¬ :● 1

・t  . '|

(2)

(1)

11-そ

.す .. 111

:ヽ4■
'費

●′

`世
啜費

地代
=賃驚費交通贅

餞価償却交

|

‐
、「・ |'t



書式第 15号 (法第 28条関係 )

令和5年度 貸借対照表
特定非営利活動法人 無料相談MOTT

(単位 :円 )

事 業 報 告 用

科 小金

現全預金

未収金

棚卸資産

車両運搬其

什器備品

ソフ トウェア

借地権

【A】 資 産 の 部

【A】 資 C+②産 合 計

■

長期借入金

退職給付引当金

十④

【B-1】 負 債 の 部

負 債 合 計

前期繰越正味財産額

当期正味財産増減額

味

【B-2】 正 味 財 産 の 部

産 合 計

【B】 負 債 及 び 正 味 財 産 合 計 【B-1】 +【 B-2】

(3)投資その他の資産
敷全

長期貸付全

|

未払金

l貞 り金



1‐

Jヽ 16 (法第 28条関係 )

重要な会計方針
計算書類の作成は、NPO法人会計基準

(2010年 7月 20日  2011年 11月 20日
(1)棚卸資産の評価基準及び評価方法

令和.5年度  計算書類の注記 事 業 報 告 用

ホ 4イ |ロ ス 土

特定非営利活動法人

|こ よっています。
一部改正 NPO法 人会計基準協議会)

(2) 固定資産の減価償却の方法

(3)引 当金の計上基準
・ 退職給付引当金

引当金

(1)施設の提供等の物的サービスを受けた場合の会計処理

(5)消 費税等の会計処理

2.事 業別損益の状況
(単位 :円 )

事業部門計 管理部門 合計
事 業

.1'li
事業

.||:来科 目

I 経常収益
1.受取会費
2.受取寄附金
3.受取助成金等
4.事業収益
5 その他収益
経常収益計
Ⅱ 経常費用
(1)人件費
給料手当

役員報酬
退職給付費用

福利厚生費

人件費計
(2,そ の他経費
会議費
旅費交通費
施設等評価費用
減価償却費
印刷製本費

その他経費計

経常費用計

当期経常増減額

(単 円

1

「

~~丙
蓉
~~可
=至
亙三 算定方法

一
　

一

一
　

一

一
　

一

一
　

一

一
　

一

一
　

一

一
　

一

一

一
E三三三

3.施 設の提供等の物的サービスの受入の内訳



・
４ 使途等が制約された寄附金等の内訳
使途等が制約された寄附金等の内訳 (正味財産の増減及び残高の状況)は以下の通りです。
当法人の正味財産は   円ですが、そのうち   円は、下記のように使途が特定されています。
したがって使途が制約されていない正味財産は   円です。

5.固 定資産の増減内訳

(単位 :円 )

立 :円 )

内容 期首残高 1 1  ..  ,= 当期減少額 期末残高 皓

`

合計

取得 減少 期末取得価額 =.  : |■
■ _' | |科 日

有形固定資産

車両運搬具

什器備品

無形固定資産

投資その他の資産

敷金

ム
計

科 日 期首残高 当期借入 当期返済

合計

6.借 入金の増減内訳
早 :円 )

役員及びその近親者との取引の内容

役員及びその近親者との取引は以 ドの通りです。

その他特定非営利活動法人の資産、負債及び正味財産の状態並びに正味財産の増減の状況を明らかにするために

必要な事項

事業費と管理費の技分方法

早̈

8

科 H
計算書類に

計上 された

金額

内、役員と
の取引

内、近親者

及び支配法

人 との取引

(活動計算書)

活動計算書計

(貸借対照表)

貸借対照表計

その他の事業に係る資産の状況

画百面葡面

「

~~~~

ヒ_____L____

「

~~~可 ~三
二三正三二三二正三二三二

1 期末残高

1    1    1



占人第 17じ (法第 28条関係 )

令和5年度 財産目録
事 業 報 告 用

特定非営和活動法人  摯:=福晨MOTT

(単位 1円 )

■ヽ ,

現全預●

■,ti金

●両進燎具

"摯
′1車両

1.||IⅢ

【A】 資 産 合 計 0+②

呟 ,

長口貨
′
,●

`1器

俯11,

す ヽレーションシステ^
ti編集ノフ ト

`A] 
資

一
０
一　

一

一　

二

一　

二

一　

二

≡

0

:8-1

■:||け 人企

【B-1】 負 債 合 計 O+●

輌り

'源泉嗅収税

退楢給付り当全

嗜員

【8-2】 工 味 財 産 合 計 【Al― 【B-11

|

|

|

(3)■贅そ0他の資産

|



書式第 18号 (法第 28条関係 )

令和 4年度年間役員名簿 (前事来年度において役員であつたことがある全員の氏名及び住所又は居所並
びにこれらの者についての前事業年度における報酬の有無を記●した名

")

特定非営利活動法人  無料相談室‖OTT

1 確認事項 (法第 20条及び第 21条を確認の上、チェックを入れてください。)

□以下の役員には、欠格事由者が含まれません。 (法第 20条関係 )
□各役員について、親族の規定に違反していません。 (法第 21条関係 )

2 役員一覧

役 名
どちらかにO

(フ リガナ)

氏   名

前事業年度内の

就任期間

報酬を受けた期間

(該当者のみに記入)

1 理 事

タカハシヨウ

高橋 弘毅

令和 2年 4月 1日

令和 3年 3月 31日

年:   月   日

年   月   日

2 理 事

オノデラヒデ

小野寺 英毅

令和 2年 4月 1日

令和 3年 3月 31日

年 月

月

日

日年

3 理 事

ホソイノブオ 令和 2年 4月 1日

令和 3年 3月 31日

年 月

月

日

日年細井 信男

4 監 事

ミウラヤスシ

浦 靖

令和 2年 4月 1日

令和 3年 3月 31日

年

年

月

月

日

日

5 理事・監事

午

年

月

月

日

日

年

年

月

月

日

日

6 理事・監事
年

午

月   日

月   日

年

年

月

月

曰

曰

7 理事・監事

年

年

月   日

月   日

年  月  日

年  月  日

8 理事・監事
年

年

月

月

日

日

年  月  日

年  月  日

9 理事… 監事
年

年

月

月

日

日

年 月

月

日

日年

10 理事・監事
今=   月   日

年  月  日

年  月  日

年  月  日



書式第 4号 (法第 10条・第 28条関係 )

社 員 名 簿 (社員のうち 10人以上の者の名簿 )

特定非営利活動法人____」監±1相談室」Ш■__________

氏   名

1

高橋 弘殺

2

小野寺 英毅

3

細井 信男

4

」ビツ.ヽ
口 ■ム こころ

5

小野寺 琢己

6

加藤 由美子

7

大村 千春

8

久松 加寿美

9

長島 健司

10

田中 歩

11

12




